
総 財 務 第 1 0 2 号 

平成 26年５月 23日 

各都道府県知事 

各市区町村長 

総務大臣  新藤 義孝 

今後の地方公会計の整備促進について 

地方公会計は、現金主義会計による予算・決算制度を補完するも

のとして、現金主義会計では見えにくいコストやストックを把握す

ることで中長期的な財政運営への活用の充実が期待できるため、各

地方公共団体において、その整備を推進していくことは極めて重要

であると考えております。 

各地方公共団体における財務書類の作成は着実に進んでおります

が、多くの地方公共団体において既存の決算統計データを活用した

簡便な作成方式である総務省方式改訂モデルが採用されており、本

格的な複式簿記を導入していないことから、事業別や施設別の分析

ができていないのではないか、また、公共施設等のマネジメントに

も資する固定資産台帳の整備が十分でないのではないか、といった

課題があります。 

そのため、「今後の新地方公会計の推進に関する研究会」を開催し

て議論を進めてきましたが、平成 26 年４月 30 日に報告書を取りま

とめております。この中で、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入

を前提とした財務書類の作成に関する統一的な基準を示したところ

です。今後、平成 27年１月頃までに具体的なマニュアルを作成した

上で、原則として平成 27 年度から平成 29 年度までの３年間で全て

の地方公共団体において統一的な基準による財務書類等を作成する

よう要請する予定であります。 

さらに、こうした財務書類等を作成するためには、各地方公共団

体においてＩＣＴを活用したシステムの整備が不可欠であり、その

事務負担や経費負担に配慮する必要があると認識しております。ま

た、システム整備の重複投資を回避するため、地方公共団体共通の

システムを一括構築することも重要な課題であります。そのため、

殿
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地方共同法人の活用も視野に入れながら、ＩＣＴを活用した標準的

なソフトウェアを開発し、平成 27年度のできる限り早い時期に地方

公共団体に無償で提供したいと考えております。なお、それまでの

間、地方公共団体におかれては、統一的な基準による財務書類作成

の前提となる固定資産台帳整備の準備（資産の棚卸等）等を進めて

いただくようお願いします。 

各都道府県におかれては、貴都道府県内市区町村に対して、この

通知の趣旨について適切に助言いただきますようお願いします。 
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